
　「第２次広島市消費生活基本計画」消費者施策（個別施策）実施状況

○基本計画の柱　３　消費者力の向上（消費者教育推進計画） 1

（２）　様々な場・ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞにおける消費者教育の取組 2

ア　学校 3

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

110

消費者教育コー
ディネーターの学
校訪問

消費者教育コーディネーターが学
校を訪問して、学校現場からの情
報収集や消費生活センターからの
情報提供を行うとともに、教育委
員会の教育施策と消費者施策の連
携を図ります。

（学校等）
・出前講座や消費者教育の取組等
を紹介した。
　出前講座実施
　　高等学校3校
　　大学2校
　　教育機関3か所

・教育研究会家庭科部会で、消費
者教育指導計画を説明し、出前講
座及びDVD等の教材を紹介した。
・校長会で、教員向け消費者教育
研修会の実施を依頼した。

（教育委員会）
・消費者教育の取組について説明
し、児童生徒用啓発チラシの作成
協力を依頼した。
・教員向け消費者教育研修会の実
施について依頼した。

1
市民局
消費生活セ
ンター

111

小・中・高等学校
用消費者教育教材
の提供

消費者教育に関する教材や教員用
に参考となる指導資料等を学校に
情報提供します。

・学校教育における消費者教育計
画例を提示した。
・啓発パンフレットを配布した。
　　小学校　　  2,780部
　　中学校　　  1,295部
　　高等学校　12,710部
・啓発チラシの作成し、配布し
た。
　　小学校　22,682部
　　中学校　23,076部
・「子どもサポート情報通信」を
メール配信した。（４回）

1

・学校授業用の学習教材
を作成し、各学校へ配付
する。

市民局
消費生活セ
ンター

112

小・中・高等学校
消費者教育授業モ
デルの開発

学校における消費者教育のための
授業モデルの提案を行います。

・教科研究会等に働きかけ、情報
を収集した。 1

市民局
消費生活セ
ンター

113

高等学校消費者教
育の広島県との連
携・協力

広島県が実施する消費者教育を推
進するための取組について、その
普及に協力・連携していきます。

・広島県作成の教材等の把握に努
めた。 1

市民局
消費生活セ
ンター

114

学校での防犯教
室、安全教室での
消費者トラブルの
注意喚起

県警や関連事業者と連携して、学
校での防犯教室・安全教室で消費
者トラブルの注意喚起を行いま
す。

・広島市ＰＴＡ協議会に、学校で
のＰＴＣ活動としての出前講座開
催を依頼した。 1

市民局
消費生活セ
ンター

115
若年消費者学習会
【再掲№126】

成年年齢の引下げにより新たに成
年になる者等を対象に、外部講師
を招へいし消費者教育の講習を行
います。

・実施回数26回（延べ34時間）
受講者数1,863人

1
市民局
消費生活セ
ンター

116

大学・専門学校の
学生支援室等との
定期的な情報交換

消費生活センターと大学・専門学
校の学生支援室等との間で定期的
な連絡会議を行うほか、綿密な連
絡等により、学生等の被害事例に
関する最新の情報を交換できるよ
う学校に働きかけを行います。

・大学で消費生活パネル展を開催
した。（1校）
・大学からトラブル相談を受け、
啓発パンフレットを配布、広島弁
護士会と連携するとともに、注意
喚起を行った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

117

消費者安全確保地
域協議会の設置・
運営や見守り主体
となる人材育成、
学校における消費
者教育推進のため
の組織体制の強化
【再掲№57、130】

消費者安全確保地域協議会を設
置・運営し、見守り主体となる人
材を育成するとともに、学校にお
ける消費者教育を推進するため、
消費者行政の体制を強化します。

・消費生活審議会消費者安全確保
部会（消費者安全確保地域協議
会）を設置した。
・消費者教育コーディネーター
（教員ＯＢ）による学校訪問等を
実施した。

1

・消費生活安全専門員
（県警ＯＢ）の設置によ
る相談体制の強化

市民局
消費生活セ
ンター

[凡例]
１　事業の内容を実施したもの
２　事業の内容を実施しなかったもの
３　事案等の発生がなかったため実施していないもの
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No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

118

教員を対象とした
消費者教育研修の
実施

消費者教育の推進役としての役割
が期待される教職員の指導力の向
上を図るため、国民生活センター
の研修に派遣するなど、教員の消
費者教育研修の受講を促します。

教員の研修参加の受講を促した。
（受講人数）
・小学校教員１名
・高等学校教員2名

1
市民局
消費生活セ
ンター

119

電子メディア協議
会による出前講座
の実施【再掲№
134】

家庭におけるスマートフォン等の
使用に関するルールづくりやイン
ターネットの利用の仕方などにつ
いての講習会を開催します。消費
生活センターでは、同協議会と連
携・協力を図り、出前講座を実施
する等、電子メディアに係る消費
者教育に取り組みます。

・キッズシティ2018にて、電子
メディア協議会による紙芝居を実
施した。
・児童生徒やその保護者、地域住
民等を対象として、家庭における
スマートフォン等の使用に関する
ルールづくりやインターネットに
潜む危険性や正しい使い方などに
ついての講習会（ケータイ出前講
座等）を開催した。

1

市民局
消費生活セ
ンター・教
育委員会育
成課

120
「減らそう犯罪」
推進事業

各区において、地域団体や警察署
等と連携・協働して、「第３次広
島市安全なまちづくりの推進に関
する基本計画」に基づき、犯罪の
起こりにくい安全なまちづくりを
推進し、安全・安心な地域社会の
実現を図ります。

・開催実績
防犯講習会：70回（広島市内の各
公民館・集会所で開催）
市政出前講座：１２回
犯罪被害等防止教室：22校（広島
市内に所在する市立中学校で開
催）

・広島県警察から提供される「減
らそう犯罪情報官速報」を、広島
市ホームページへ掲載した。

1
市民局
市民安全推
進課

121
学校における消費
者教育の推進

学習指導要領に基づき、小・中・
高等学校、中等教育学校及び特別
支援学校の社会科、公民科、家庭
科などの教科等を中心に、児童生
徒の発達段階を踏まえ、消費者関
係教育に関する内容を指導しま
す。

・小・中・高等学校、中等教育学
校及び特別支援学校において、児
童生徒の発達段階を踏まえた指導
を行った。
・消費生活出前講座を利用して、
消費者教育を実施した。

1

教育委員会
指導第一課
指導第二課
特別支援教
育課

122
大学等における消
費者教育の推進

広島市立大学において、新入生全
員を対象にクレジットカード・学
生ローン及び悪徳商法におけるト
ラブル防止対策等、消費者教育を
行います。

平成30年4月3日、弁護士を講師
とし、新入生を対象とした消費生
活講演会を実施した。 1

企画総務局
行政経営課

イ　地域

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

123
高齢者サロンワー
キング事業

高齢者が日常的に集う場（サロン
等）を活用し、消費者被害の未然
防止・拡大防止に向けたワーキン
グ事業を行います。

・65回（91.5時間分）開催
・受講者数3,066名
※出前講座分を含む 1

市民局
消費生活セ
ンター

124
夏休み学習会の実
施

夏休み期間中に、家庭生活に密着
した実践的な学習の機会を設け、
消費者教育を子どもたちに直接
行っていく事業を実施します。

・公正取引委員会による「かしこ
い商品の選び方～役立つ表示の話
～」についての学習会を実施し
た。
参加者：子ども10人、大人9人

1
市民局
消費生活セ
ンター

125
子ども向けイベン
トへの出展

子どもたちが参加するイベントの
中で消費者としての自覚や責任、
義務を学んでいけるよう、子ども
向けイベントに出展します。

・キッズシティ2018に出展、消
費生活に関わる紙芝居・クイズを
実施した。
参加者：子ども78人、大人84人

1
市民局
消費生活セ
ンター

126
若年消費者学習会
【再掲№115】

成年年齢の引下げにより新たに成
年になる者等を対象に、外部講師
を招へいし消費者教育の講習を行
います。

・実施回数26回（延べ34時間）
受講者数1,863人

1
市民局
消費生活セ
ンター

127
成人祭における消
費者啓発

新成人を対象に、成人祭で消費者
被害に関するチラシ等を配布する
などにより、消費者啓発を図りま
す。

・ブースを出展し、啓発用動画の
放映、リーフレットの配布等を実
施した。
リーフレット配布数　912部

1
市民局
消費生活セ
ンター

16



No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

128

消費生活協力団体
育成のための見守
り講座【再掲№63】

地域において消費者被害の防止等
の活動に取り組む担い手となる消
費生活協力団体の育成のため、外
部講師による見守り講座を実施し
ます。

・訪問看護事業者へ講座を実施
し、消費生活協力団体として委嘱
した。
実施回数　2回（26団体）
受講者数　34人

1
市民局
消費生活セ
ンター

129

消費生活協力団体
と消費生活セン
ターの連携【再掲
№65】

消費生活協力団体と連携し、地域
の見守り活動を実施します。

・協力団体に高齢者等の消費者被
害について情報提供した。
実施頻度　月１回 1

市民局
消費生活セ
ンター

130

消費者安全確保地
域協議会の設置・
運営や見守り主体
となる人材育成、
学校における消費
者教育推進のため
の組織体制の強化
【再掲№57、117】

消費者安全確保地域協議会を設
置・運営し、見守り主体となる人
材を育成するとともに、学校にお
ける消費者教育を推進するため、
消費者行政の体制を強化します。

・消費生活審議会消費者安全確保
部会（消費者安全確保地域協議
会）を設置した。
・消費者教育コーディネーター
（教員ＯＢ）による学校訪問等を
実施した。

1

・消費生活安全専門員
（県警ＯＢ）の設置によ
る相談体制の強化

市民局
消費生活セ
ンター

131
消費生活出前講座
【再掲№61】

市内の学校、高齢者団体、町内会
など各種団体等からの申し込みに
より消費生活専門相談員等を講師
として派遣し、消費者トラブルの
実例を通して、消費生活の基礎的
知識の普及に努め、消費者被害の
発生及び拡大の防止を図ります。

・実施回数65回（延べ91.5時
間）
受講者数　3,066人（※高齢者サ
ロンワーキング分を含む【再掲】

1
市民局
消費生活セ
ンター

132 消費者大学

消費者問題に対する学習意欲の高
い消費者を対象に、地域における
消費者活動を担う人材づくりを目
指すため、消費者大学を開講しま
す。

・連続8回（2時間／回）開講
受講者数　289名

1
市民局
消費生活セ
ンター

133

高齢者等の消費者
被害防止対策講座
【再掲№59】

高齢者・障害者等の消費者被害の
未然防止・拡大防止を図るため、
高齢者・障害者等が地域において
日常生活を営むために必要な支援
を行う者に対する講座を実施しま
す。

・17回（26時間分）開催
受講者数　838名

1
市民局
消費生活セ
ンター

134

電子メディア協議
会による出前講座
の実施【再掲№
119】

家庭におけるスマートフォン等の
使用に関するルールづくりやイン
ターネットの利用の仕方などにつ
いての講習会を開催します。消費
生活センターでは、同協議会と連
携・協力を図り、出前講座を実施
する等、電子メディアに係る消費
者教育に取り組みます。

・キッズシティ2018にて、電子
メディア協議会による紙芝居を実
施した。
・児童生徒やその保護者、地域住
民等を対象として、家庭における
スマートフォン等の使用に関する
ルールづくりやインターネットに
潜む危険性や正しい使い方などに
ついての講習会（ケータイ出前講
座等）を開催した。

1

市民局
消費生活セ
ンター・教
育委員会育
成課

135
社会教育における
消費者教育の推進

関係部局等と連携し、社会教育に
おける消費者教育の具体化を図り
ます。また、公民館など社会教育
施設において、消費者問題を取り
扱ってもらえるよう関係部署に働
きかけます。

・公民館において、消費生活パネ
ル展を実施した。
実施箇所数　10箇所

1
市民局
消費生活セ
ンター

136 生涯学習の推進

消費者が生涯にわたって消費者教
育を受けることができるよう、公
民館などの社会教育施設におい
て、次の取組を推進します。
・市民が学習しやすい条件を整備
し、学習機会を提供します。
・市民活動グループの自主的な学
習活動を支援します。
・市民の多様化・高度化した学習
需要に対応するため、大学等の高
等教育機関との連携を進めます。

・実施館数：33公民館
・実施講座数：51講座
・延参加者数：2,124人

1
市民局
生涯学習課

17



ウ　家庭

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

137

環境に配慮した消
費行動と事業活動
の啓発

○ごみ減量化・リサイクル推進啓
発等事業
ごみの減量・リサイクルの必要性
等について啓発し、環境意識の向
上を図ることにより、自発的なご
みの発生抑制やリサイクルの取組
を促進します。

○出前環境講座
地域・家庭での省エネ等環境保全
活動の促進を行うため、学校や地
域に出向き、普及啓発のための講
座を実施します。

【ごみ減量化・リサイクル推進啓
発等事業】
・生ごみリサイクル講習会の開催
（ダンボールコンポスト１回、Ｅ
Ｍ密閉容器1回、ミミズコンポスト
2回）及び本市ホームページ上での
講習会の動画配信
・エコクッキング教室の開催（5
回）
・市内の大学の学生に依頼し、エ
コクッキングレシピを作成
・広島市「ごみ減らそうデー」店
頭キャンペーンの実施（8回）
・家庭ごみの分別・減量・リサイ
クルについての出前環境講座
・環境イベント等でのフードドラ
イブの実施
・ごみ減量啓発ＤＶＤの制作、貸
出

【出前環境講座】
・地域・家庭での省エネ等環境保
全活動の促進を行うため、学校や
地域団体等を対象に計14回、約
500人の児童等に対して出前環境
講座を実施した。

1

・食品ロス削減イベント
の実施
・市内の大学と協働でエ
コクッキング教室を開催
・市内の高校の生徒に依
頼し、エコクッキングレ
シピを作成

環境局
業務第一
課・温暖化
対策課

138

広島市家庭用燃料
電池（エネファー
ム）設置補助

家庭からの温室効果ガス排出抑制
を図るため、エネルギーを有効活
用できる家庭用燃料電池の設置に
対する補助を実施します。

・補助額：3万円/台
・補助台数：313台
・申請受付期間：平成30年4月16
日から平成3１年1月31日まで

1
環境局
温暖化対策
課

139

広島市集合住宅共
用部のＬＥＤ照明
器具交換補助

集合住宅共用部の既存の蛍光灯照
明器具等をＬＥＤ照明器具に交換
する工事を行う集合住宅の管理組
合・管理組合法人に対し、その経
費の一部の補助を実施します。

補助額：補助対象経費の1/10（上
限10万円）
補助件数：12件
申請受付期間：平成30年4月16日
から平成30年12月14日まで

1

平成３０年度をもって、
本事業は終了。

環境局
温暖化対策
課

140

食品ロス削減キャ
ンペーン「スマイ
ル！ひろしま」

市民・事業者・行政が一体となっ
て食品ロス削減に取り組む環境を
整備するとともに、市民の食品ロ
ス削減の取組機運を醸成するた
め、食品ロス削減のための諸事業
をまとめて食品ロス削減キャン
ペーン「スマイル！ひろしま」と
して実施します。

・食べ残しゼロ推進協力店及び食
品ロス削減協力店の募集・登録・
ＰＲ
・(No.137　○ごみ減量化・リサ
イクル推進啓発等事業と同じ） 1

環境局
業務第一課

141
わ食（和食・輪
食・環食）の推進

健全な食生活を実践する市民を増
やすため、食に関する知識の普及
や情報提供など、官民一体となっ
た食育を推進します。

・第３次広島市食育推進計画の周
知と重点プログラム（８項目）に
基づいた食育推進プログラムに取
り組み、健全な食生活の実施につ
いての普及啓発を行った。

1
健康福祉局
健康推進課

142

市内で生産した新
鮮、安心な“ひろ
しまそだち”産品
の地産地消の推進
【再掲№8、50(5)】

市内の農林漁業者が市内で生産し
た農林水産物及び加工品に“ひろ
しまそだち”マークを表示し、市
内産・新鮮・安心な産品の地産地
消を図ります。
・ホームページ等による“ひろし
まそだち”の消費者への情報発信
や、「ひろしま朝市」などの産地
直売等により地産地消の推進を図
ります。

・“ひろしまそだち”市民認知度
80％、購入世帯率70％。
引き続き、地産地消の推進を図
る。

1
経済観光局
農政課

143
夏休み親子体験教
室の開催

○対象：小学校高学年の児童とそ
の保護者
○目的：親子で①食肉に関する正
しい知識を学び、②「命をいただ
く」ということの意味を考える機
会を提供する。
○実施方法：講義と「せり」見学
を含む実習

・小学校5・6年の児童とその保護
者を対象に、以下の内容について
実施した。（6組（１2名）、計1
回））
　・ＤＶＤ上映
　・食肉についての講義
　・せり場見学
　・体験実習（内臓観察、手洗い
　　実験など）

1
健康福祉局
食肉衛生検
査所

18



No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

144

食と農の理解の促
進と地産地消の推
進

○「食」と「農」を結びつける取
組
栽培から食べることまで一貫した
食農体験を実施するための環境整
備を行います。また、食農体験の
企画・運営に携わる市民ボラン
ティアの育成・活動支援により、
「食」と「農」の理解の促進を図
ります。

・食農体験教室の実施のほか、食
農コーディネーターの活動支援を
行った。

1
経済観光局
農政課

エ　職場

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

145
事業者向け講習会
の開催等

事業者に対し、消費者志向経営や
公益通報者保護制度についての講
習会等を実施します。

・事業者に対する講習会等の開催
を検討した。 1

市民局
消費生活セ
ンター

146

事業者及び事業者
団体による消費者
教育の取組との協
力

事業者及び事業者団体と協力し、
消費者教育の取組促進を図りま
す。

・新聞販売関係団体へ講師を派遣
した。

1
市民局
消費生活セ
ンター

147

新入社員研修にお
ける消費者問題に
ついての講習

新入社員研修において、消費者問
題についての講習会を開催しま
す。

・市新規採用職員研修において、
研修会の開催を検討したが、実施
には至らなかった。

2
市民局
消費生活セ
ンター

148

公益通報に関する
制度のホームペー
ジでの情報提供

公益通報に関する制度をホーム
ページに掲載し、情報提供を行い
ます。

・公益通報に関する制度をホーム
ページに掲載し、情報提供を行い
ました。

1
企画総務局
総務課

149

事業者への消費者
の意見・要望、適
正な事業活動等の
ための情報提供

消費生活相談等における消費者の
意見・要望等を的確に把握し、機
会を捉えて事業者へ情報の提供を
行います。

・事業者訪問時に、情報提供等を
実施した。
実施件数　72件 1

市民局
消費生活セ
ンター

150
各種業界との情報
交換

金融、保険、ガス、家電製品など
各種業界団体が主催する研修会や
意見交換会などの機会を通じて情
報交換を行います。

・各種業界団体主催の意見交換会
等で情報交換を実施した。
保険関係　　　2回
電気通信関係　2回
不動産関係　　2回

1
市民局
消費生活セ
ンター

151
いい店ひろしま顕
彰事業

店舗演出、接客、ユニバーサルデ
ザイン対応等の基本的な商業機能
が優秀と認められ、地域に根づき
親しまれている小売店舗を顕彰す
ることにより、小売店舗の改善意
欲の喚起及び商業機能のレベル
アップを図ります。

・応募総数４３２店舗の中から、
８店舗を表彰

1
経済観光局
商業振興課

152
広島市生活衛生事
業功労表彰

長年にわたり生活衛生事業（食品
衛生、環境衛生）のため献身的な
活動を続け、その功績が特に顕著
である者及び他の模範とすべき優
秀な施設等を表彰し、公衆衛生活
動の向上を図ります。

・食品衛生功労者：４人
・食品衛生優良施設：５施設
・建築物環境衛生功労者：0人
・環境衛生優良施設：0施設 1

健康福祉局
食品保健

課・食品指
導課・環境

衛生課

153
広島市ごみ減量優
良事業者表彰制度

事業系ごみの減量・資源化に積極
的な取り組みをしている事業者を
表彰します。

・H30.7豪雨災害により事業所訪
問ができなかったため未実施。

2
環境局

業務第一課

154
広島市環境美化功
労者表彰

環境美化のための清掃活動を続け
ている者又は団体等を表彰し、日
ごろの労に報いるとともに、その
功績をたたえ、環境美化の一層の
推進を目指します。

・環境美化のための清掃活動を続
けている者又は団体等について、
関係局・区及び団体等に推薦を依
頼し、推薦を受けた者の中から被
表彰者の選考及び決定を行う。
・表彰式を1/15に実施した。

1
環境局

業務第一課

155
ひろしまエコ事業
所認定制度

地球温暖化の防止等環境に配慮し
た取組を積極的に実践している事
業所を「ひろしまエコ事業所」と
して認定することにより、事業者
の取組意欲を高めるとともに、機
運の醸成を図ります。

・事業者自らが省エネ等の環境に
配慮した取組の促進を図り、その
内容について、ホームページ、チ
ラシで広報を行った。
・認定事業所数：17事業所（平成
31年3月31日現在）

1
環境局

温暖化対策
課

19



No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

156
広島市男女共同参
画推進事業者表彰

民間事業者等の職場における男女
共同参画を一層推進するため、女
性の能力発揮や職域拡大、仕事と
家庭・地域活動の両立支援などに
積極的に取り組み、他の模範とな
る事業者を「広島市男女共同参画
推進事業者」として表彰します。

【一般表彰(表彰実績 １事業者)】
次の要件を一つ以上満たす事業者
を表彰する。
・従業員に対して、仕事と家庭・
地域活動等の両立支援を行ってい
る。　　　　　　　　　　・女性
の能力発揮、職域拡大などに積極
的に取り組んでいる。
・その他、男女共同参画推進に向
けた特色のある取組を進めてい
る。
【特別表彰(表彰実績 １事業者)】
一般表彰受賞後10年を経過しても
なお職場における男女共同参画の
推進に努め、一般表彰の対象とな
る取組を行っている事業者を表彰
する。

1
市民局

男女共同参
画課

（３）　啓発活動
ア　消費者力向上キャンペーン

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

157

消費者力向上キャ
ンペーン事業の実
施【再掲№96】

「消費者力向上」をキーワード
に、５月の消費者月間に合わせ、
消費者自らの学習意欲を高めるた
め、消費者団体、事業者団体等と
協力して各種の消費者啓発事業を
実施します。

・街頭啓発(5月２６日)
・弁護士相談会(5月１９日)1回
　　相談件数１０件
・消費者月間協賛事業(6月2６
日）広島消費者協会主催　市内１
か所

・区役所・公民館等でのパネル展
示
　区役所7か所
　公民館１０か所
　大学　１か所

1
市民局
消費生活セ
ンター

イ　情報紙の発行

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

158
消費生活情報紙の
発行【再掲№95】

消費生活に関する啓発や情報提供
を内容とした消費生活情報紙
「知っ得なっとく」を発行しま
す。

・発行：年３回6,600部/回(5月,9
月,2月発行）
・配布先：公的機関・施設、市内
小・中・高等学校・大学・民生委
員等

1
市民局
消費生活セ
ンター

ウ　各種啓発活動

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

159

市広報紙・広報番
組を活用した情報
提供【再掲№94】

市広報紙「ひろしま市民と市
政」、広報番組などを有効的に活
用し、消費生活に関する情報を市
民に提供します。

・テレビ広報番組  2回
（訪問購入、点検商法等への注意
喚起） 1

市民局
消費生活セ
ンター・
企画総務局
広報課

160

ホームページ等に
よる消費生活に関
する情報提供

消費生活に関する情報を、ホーム
ページやマスコミ等の様々な媒体
を使い市民に提供します。

・広島市ホームページにおいて、
増加している悪質商法や緊急情報
などの消費者に対する注意喚起を
適宜行った。
（訪問購入時のトラブルの注意喚
起、豪雨災害に便乗した悪質商法
の注意喚起、知っ得なっとくの掲
載　など）

1
市民局
消費生活セ
ンター

20



No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

161

消費者啓発リーフ
レットの作成・配
布

消費者啓発リーフレットを作成・
配布し、消費者被害の未然防止及
び拡大防止を図ります。

（消費者啓発リーフレット）
・発行：12,000部
・配布先：小・中・高等学校、出
前講座受講者、消費生活サポー
ター、地域包括支援センター、消
費生活協力団体等
（災害時の啓発チラシ）
・新聞折込チラシにより、豪雨災
害に便乗した悪質商法の注意喚起
を実施
　配布部数　74,000部

1
市民局
消費生活セ
ンター

162

訪問販売・訪問購
入お断りステッ
カーの作成・配布

消費者被害の未然防止を図るため
に、消費生活センターの電話番号
や「訪問販売・訪問購入お断り」
と記載したステッカーを作成し、
消費生活出前講座等を通じて、配
布します。

・配布部数　約4,200部

1
市民局
消費生活セ
ンター

163

消費生活パネルの
展示・貸出及び啓
発図書等の貸出

消費生活センターの展示コーナー
に消費生活に関するテーマのパネ
ルの展示をするとともに、同パネ
ルの貸し出し、啓発図書やビデオ
などの貸し出しを行い、市民の消
費生活に関する知識の向上に役立
てます。

・パネル展示：年４回、延べ80枚
・啓発図書等の貸出状況：ビデ
オ・DVD２０本、図書０冊、パネ
ル１１６枚 1

市民局
消費生活セ
ンター

164

全国消費生活情報
ネットワーク・シ
ステム（PIO-
NET）を活用した
情報収集及び活用

国民生活センターとのオンライン
ネットワークを活用し、全国的な
消費生活相談情報や危害情報の早
期把握に努め、必要に応じ、消費
生活に関する情報を市民に提供す
るなどして、被害拡大の防止を図
ります。また、当センターが収集
した各情報をシステムに蓄積する
ことにより、相談データの管理・
検索の効率化を図ります。

・高齢者を狙った被害事例につい
て各地域包括支援センターに情報
提供を行い関係者への周知を図っ
た。

1
市民局
消費生活セ
ンター

165
ＳＮＳによる注意
喚起

ＳＮＳを通じて、増加している悪
質商法や緊急情報などの消費者に
対する注意喚起を行います。

・豪雨災害の便乗商法に関する注
意喚起を行った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

166

消費生活センター
と関係相談窓口の
連携による情報提
供・啓発

消費生活センターと次の相談窓口
が相互に連携を図りながら、消費
者問題に関する情報提供及び啓発
を図ります。

・相談者への対応において関係す
る窓口を紹介するとともに、高齢
者を狙った消費者被害については
地域包括支援センターと情報交換
を行った。
・消費生活相談件数　8,753件
（消費生活センター受付分）
※下記の相談窓口等の実績は、消
費者トラブル以外の相談を含め
た、各相談窓口での総件数

1
市民局
消費生活セ
ンター

(1)

広島市男女共同参画推進センター
において、女性が直面するさまざ
まな悩み、不安を話せる場として
開設し、消費生活に関する相談が
あった場合、必要に応じて他の専
門機関を紹介します。

・休館日を除き、毎日実施
・相談実績　2,406件

1
市民局
男女共同参
画課

(2)

広島市男女共同参画推進センター
において、男性が直面するさまざ
まな悩み、不安を話せる場として
開設し、消費生活に関する相談が
あった場合、必要に応じて他の専
門機関を紹介します。

・毎週水曜日・土曜日実施
・相談実績　267件

1
市民局
男女共同参
画課

(3)

暴力被害相談センター及び月１回
の区役所巡回相談において、暴力
団などの介入や暴力がらみの債権
の取立て、工事の施工、不動産の
売買、商品の販売などに対する相
談に応じ、その解決方法を助言・
指導するとともに、必要に応じて
警察等関係機関への連絡や適切な
相談窓口の紹介等を行います。

・相談件数：23件
・暴力被害相談センター（本庁舎
12階）
　平日８時30分～17時00分
　相談専用電話：504-2710
・区役所巡回（13～15時）
　東区：第1火曜日 南区：第3火曜日
　西区：第4火曜日 安佐南区：第3木曜日
　安佐北区：第2木曜日 安芸区：第1木曜日
　佐伯区：第4木曜日

1
市民局
市民安全推
進課
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No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

166 (4)

広島市犯罪被害者等総合相談窓口
において、犯罪被害者等からの相
談や問合せに対し、庁内関係課の
各種支援制度の案内を行うととも
に、必要に応じて庁外関係機関・
団体に関する情報提供や橋渡しな
どを行います。

・相談件数：105件
・犯罪被害者等総合相談窓口（本
庁舎12階）
　平日８時30分～17時15分
　相談専用電話：504-2722

1
市民局
市民安全推
進課

(5)

全区の厚生部健康長寿課（東区に
おいては厚生部地域支えあい課）
に保健・医療・福祉総合相談窓口
を開設し、保健師とケースワー
カーが高齢者や心身に障害のある
市民からの相談に応じ、助言や情
報提供を行うとともに、適切な
サービスが提供されるよう関係部
局や関係機関との連絡調整を行い
ます。

・各区役所における相談件数
　5,445件

1

健康福祉局
健康福祉・
地域共生社
会課

(6)

市内４１か所に設置されている地
域包括支援センターにおいて、高
齢者やその家族等から様々な相談
を受け、必要な情報提供や関係機
関との連携調整等を行います。

・地域包括支援センターにおける
相談件数　 292,194件

1
健康福祉局
地域包括ケ
ア推進課

(7)

市民の介護保険に関する疑問、悩
み等、相談・苦情を受け付けま
す。

・電話やファクシミリで寄せられ
た介護保険に関する疑問や悩みに
ついて相談に応じた。
・受付件数：620件

1
健康福祉局
介護保険課

(8)

委託相談支援事業所において、情
報の提供等を総合的に行います。

・生活全般の相談の中で、必要に
応じて対応している。
・家計・経済に関する支援　911
件

1
健康福祉局
障害自立支
援課

(9)

○住宅相談
住宅リフォーム、耐震及びマン
ション管理等に関して、専門的知
識を有する弁護士、建築士によ
り、的確なアドバイスを市民に対
し実施します。（毎月1回）

○マンション無料相談
マンションの居住者が抱える日常
の管理方法やトラブル等の相談に
対し、広島県マンション管理士会
所属のマンション管理士が、その
専門的知識をもってアドバイスを
する「マンション無料相談事業」
に要する経費に対して、一部を補
助し、マンション居住者の良好な
環境の確保に努めます。

・住宅相談
月1回12件の枠内（年144件の枠
内）で、弁護士・建築士による無
料相談を実施。
30年度実績：93件（弁護士51
件、建築士42件）

・マンション無料相談
広島県マンション管理士会が実施
する「マンション無料相談事業」
に対し補助金を交付した。

1
都市整備局
住宅政策課

167

発達障害等の企業
及び関係機関等に
対する普及啓発

発達障害や知的障害など障害のあ
る方や外国の方などの中には、話
し言葉によるコミュニケーション
が困難な方々がいます。こうした
方々が安心して地域生活を過ごせ
るよう、親しみやすくわかりやす
いイラストを指さすことでお互い
の意思を伝達し合える「コミュニ
ケーション支援ボード」を、行政
機関、公共交通機関、デパート、
コンビニ、医療機関などに提供し
ています。これによりコミュニ
ケーションのバリアフリーの推進
を図ります。

・コミュニケーション支援ボード
について、広島市のＨＰで周知を
図るとともに、教育委員会が実施
している新任特別支援教育コー
ディネーター研修において、活用
方法等について周知を図る。

1

こども未来
局
こども・家
庭支援課
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（４）　消費者団体の育成・支援
No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分

平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

168

公益社団法人広島
消費者協会事業補
助

公益社団法人広島消費者協会が実
施する教育活動、調査研究活動、
地区活動等に対する事業補助を行
うとともに、常勤職員人件費の補
助を行います。

・事業費補助（１/２補助）
　631,000円
・人件費補助（全額補助）
　4,764,000円 1

市民局
消費生活セ
ンター

169
消費者の自主活動
の場の提供

消費者団体等の自主的な活動を支
援するため、消費者のための活動
について、研修室を無料で提供し
ます。

・利用回数142回
・利用者数１,９45人

1
市民局
消費生活セ
ンター

170

消費者団体等と協
力した啓発事業の
実施

消費者団体等と協力して、消費者
教育・啓発事業を実施します。

・消費者団体等と協力して、5月に
消費者力向上キャンペーン事業を
実施した。 1

市民局
消費生活セ
ンター
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